 さいたま市障害児(者)
生活サポート事業
Ｑ＆Ａ 

さいたま市障害支援課

平成２２年４月１日作成
（令和４年１月１日更新版）

１　団体登録について

	Ｑ１－１
団体登録にあたっての基準は。


	障害児（者）のニーズに柔軟に対応でき、適正な事業運営が見込まれる非営利団体（社会福祉法人、特定非営利活動法人、市が適当と認める法人格を持たない非営利団体等）を対象としています。
具体的には、以下のような審査項目を設け、一定の基準を定めています。

  (1)サービスの提供に当たる者の資格、実務経験等

    サービスの提供に当たる職員は、訪問介護員（ホームヘルパー）、介護福祉士、保育士等の資格を有していることが条件となります。ただし、障害児（者）の介護経験があり、介護の知識を有していると認められる場合は、この限りではありません。

  (2)団体のそれまでのサービス提供実績

団体のそれまでの活動実績や会則、定款等を参考にします。　

  (3)サービスを提供する場所

一軒家やマンションの一室でも可能ですが、十分な広さを確保し、
サービスの提供に必要な設備及び備品等を備える必要があります。
(4)サービスを提供する地域
さいたま市では、区ごとの既存の団体数や利用登録者数等を考慮しながら登録の可否を判断しているため、申請いただいても登録できない場合があります。
　(5)その他留意点

常時、利用者と連絡が取れる体制が必要です。

※なお、民間事業者の新規参入を促進するという本事業の目的から、社会福祉協議会や社会福祉事業団は、この事業の対象団体から除外します。


	Ｑ１－２
利用者の家族、親族等が団体として申請することは可能か。
	本事業の団体は、利用料を適正に徴収し、広く利用者の受け入れを行っていることが必要です。
したがって、サービス利用対象者が近親者や特定の人に限られる場合は、団体として認められません。


	Ｑ１－３

指定障害福祉サービス事業所等、他の事業指定を受けている事業所が、同じ建物で障害児（者）生活サポート事業を実施することは可能か。
	指定障害福祉サービス事業所や社会福祉施設等が、同一の建物内で障害児（者）生活サポート事業を実施することは、それぞれの事業の透明性を確保する等の観点から好ましくないため、原則としては認められません。
　しかし、諸般の事情で他のサービスと同一の建物内で障害児（者）生活サポート事業を実施する場合は、最低限、次の事項を遵守してください。

①それぞれの事業ごとの人員配置基準等の指定要件を満たすこと（専従義務のある職員の兼務は認められません）
②職員の勤務状況（法定労働時間を遵守すること）、会計等、それぞれの事業の管理を適切に行うこと
③それぞれの事業ごとに、サービスを提供する部屋を分けること。

【運用上認められない事例】

＜同一事業所で居宅介護事業と障害児（者）生活サポート事業を実施している場合＞
1 サポートに対応するため、居宅介護サービスに必要な人員配置を満たせず、居宅介護サービスの利用申込みを断る。

2 障害児（者）生活サポートの職員がサービス提供した時間を、居宅介護サービスとして請求する。あるいは、居宅介護の職員がサービス提供した時間を、障害児（者）生活サポート事業サービスとして請求する。
3 一人の利用者の同一時間帯において、居宅介護と障害児（者）生活サポートの請求を行う。

4 居宅介護のサービス提供責任者が障害児（者）生活サポートのサービス提供を行う。
5 居宅介護の事務室や相談室で、障害児（者）生活サポート事業の一時預かりを実施する。また、一時預かりの最中に事務仕事を実施する。

※場合によっては、介護給付費の返還や指定取消等の処分を受けることがあります。


	Ｑ１－４
車を利用した送迎サービスを提供する場合、どのような許可が必要か。


	車を利用した送迎サービスを提供する場合は、サービスを提供しようとしている地域で実施される福祉有償運送運営協議会で協議を行い、合意後、運輸支局に登録をする手続きが必要となります。
上記の手続きを行わず車を利用した送迎サービス等を行った場合は、補助金交付対象とはなりません。
　※福祉有償運送の登録申請に関する詳細は、さいたま市役所福祉総務課までお問い合わせください。


	Ｑ１－５
障害児（者）生活サポート事業に使用される軽自動車の減免措置はあるか。


	以下の要件をすべて満たす場合、軽自動車税の減免の対象となります。
　① さいたま市において、障害児（者）生活サポート事業の団体登録がされていること。
　② 障害児（者）生活サポート事業の用に専ら使用し、さいたま市で課税されている軽自動車であること。
　③ 軽自動車の所有者（地方税法第４４２条の２第２項に規定する「みなす所有者」を含む）は、当該事業者、代表者又は従事者であること。
※減免台数は、前年度の障害児（者）生活サポート事業に係る補助金交付対象となる時間の合計が１，０００時間以上の場合１台とし、以下２，０００時間増すごとに１台ずつ追加されます。
※申請先は、市税事務所となります。提出書類の詳細等は、担当の市税事務所までお問い合わせください。
なお、普通自動車税の減免に関しては、埼玉県自動車税事務所へ直接お問い合わせください。



	Ｑ１－６
登録の有効期間はどのくらいか。
	　団体登録に有効期間は特に設けられておらず、定期的な更新手続きもありませんが、申請時の登録内容（団体名称（法人名等）、施設・事務所名、代表者、団体所在地、電話番号、職員、サービス内容、利用料等）に変更が生じた場合は、速やかに変更届を提出してください。
※届出なく所在地や電話番号が変更され、長期間連絡を取ることができない場合、市の団体一覧から団体名を削除させていただくことがあります。
加えて、長期間サービス提供の実績がない等、障害児（者）生活サポート団体として不適切と判断された場合は、団体登録を取り消すことがあります。


	Ｑ１－７

ボランティアの者がサービスを提供しても良いか。
	　補助対象として認められるのは、市に提出された職員名簿に記載のある者（団体の職員）がサービスを提供した場合となります。よって、ボランティアのように、職員名簿に記載のない者によるサービスの提供は補助対象となりません。
なお、団体の職員が個別（１対１）対応でサービスを提供している際に、補助的な役割としてボランティアの者が介助にあたることは可能です。（複数の介助者でサービスを提供した場合の請求に関しては、Ｑ２－８の②参照）



２　補助金制度について

	Ｑ２－１
交付される補助金額はいくらになるか。
	さいたま市障害児（者）生活サポート事業補助金交付要綱別表第１及び第２（第４条関係）のとおりになります。
(1)１８歳で学校在学中でない者及び１９歳以上
・基本補助額 (基準単価×合計利用時間)

(2)１８歳未満及び１８歳で学校に在学中の者
・基本補助額 (基準単価×合計利用時間)
・障害児差額分補助額 (差額補助単価×合計利用時間)
基準単価

各団体における１時間当たりの利用料×２（ただし上限１，９００円）
差額補助

単価

各団体における１時間当たりの利用料(上限９５０円)－利用者世帯の階層区分に応じた基準額



	Ｑ２－２

１８歳で在学中の者はいつまで差額補助が適用されるのか。
	１８歳で在学中の者は、誕生日を迎えた日の属する年度３月３１日まで適用になります。

（例）平成２６年度中に誕生日を迎え、かつ在学中の場合、平成２７年３月３１日まで適用する。


	Ｑ２－３

在学中である確認はどうするのか。

	学校に在学中であるかは通っている学校の学生証で確認します。

（申請時に学生証の写しを提出して頂きます。）

	Ｑ２－４

１８歳になった者で、途中で学校を退学した場合はどうなるのか。
	１８歳になった者で、学校を何らかの理由で退学した場合、退学した次の日から「者」としての利用となる為、自己負担額が発生します。

（その場合、利用者登録証が変わりますので、各区支援課にお問い合わせください。）


	Ｑ２－５
補助金交付申請方法とは。
	サービス提供月ごとの申請になります。

毎月１０日までに、前月分の申請書を提出していただき、申請内容を確認したのち補助金を交付します。なお、同一団体において複数の施設が登録されている場合は、施設ごとに申請を行ってください。
【提出していただくもの】

　①申請書（月ごと）　／　②利用者内訳
　③実績記録票の写し
＜利用者が同月に、同一団体（同一法人等）で行う障害福祉サービス及び地域生活支援事業のサービスを併せて利用した場合＞
　※サービス提供状況の整合性を確認するために必要です。提出がない場合、確認作業に時間を要するため、補助金交付時期が遅れる可能性があります。
注）登録内容に変更が生じた場合は、変更届も提出してください。


	Ｑ２－６
利用料を無料にしてサービスを提供した場合の、補助金の考え方について。
	Ｑ２－１のとおり、基本補助額及び障害児差額分補助額は「各団体における１時間当たりの利用料」を基にして算出しますので、無料（１時間当たりの利用料＝０円）でサービスを提供した場合は、補助金交付対象になりません。


	Ｑ２－７
１人あたりの年間利用時間は
１５０時間を上限としているが、それを超えた場合はどうなるのか。
	年間１５０時間を超えた分のサービスについては、補助の対象になりません。なお、１５０時間を超えた場合の利用料については、団体と利用者との契約になります。

※時間数の管理は、利用者登録証の裏面を利用してください。

記入欄が不足した場合は、用紙をコピーしたものを貼付して利用してください。


	Ｑ２－８
サービス提供時間が３０分の場合の補助金交付申請方法とは。
	【利用者内訳の記入方法】

＜利用時間記入欄＞

１回当たりのサービス利用時間が３０分の場合

→　「０．５時間」と記入してください。
＜合計利用時間記入欄＞

その月のサービス利用時間の合計に、３０分の端数が出た場合
→　「◎．５時間」と記入してください。
【補助金交付申請書の記入方法】

その月の利用者のサービス利用時間数の合計に、３０分の端数が出た場合

→　合計利用時間記入欄に「◎．５時間」と記入してください。

なお、３０分あたりの利用料に関しては、各団体が設定する１時間あたりの利用料に２分の１を乗じた額としてください。


	Ｑ２－９
団体によって利用料が違うが､サービスの格差をなくすために要綱等で利用料を統一できないか。


	利用者が、利用料やサービスの内容によって団体を選択することができるようにするため、要綱等で利用料を統一することは行っておりません。
したがって、利用料については利用者と団体との契約によります。


	Ｑ２－１０
団体が企画するイベント（旅行・レクリエーション等）に参加した場合は、補助対象となるか｡

	団体が企画したイベントの実施をサービスの提供とすることは、制度の趣旨に合わないため補助対象とはなりません。



	Ｑ２－１１
１人の障害者に対し介助者を２人派遣した場合、障害児（者）生活サポート事業と居宅介護事業から、それぞれ１人分ずつ費用を請求することは可能か。
	請求することはできません。

障害児（者）生活サポート事業に限らず、複数の公費負担によるサービス提供を同時に行うことは認めておりません。

【例】

①障害児（者）生活サポート団体：１名でサービス提供
　指定居宅介護事業所：１名でサービス提供

　　→ 障害福祉サービス優先のため、居宅介護(ヘルパー１名分)で請求する

②障害児（者）生活サポート団体：２名以上でサービス提供
　　→ 複数の介助者でサービスを提供した場合であっても、補助金が増額されることはありません。

したがって、Ｑ２－１のとおり請求してください。

※場合によっては、介護給付費や補助金の返還、あるいは障害福祉サービス事業所としての指定取消や障害児（者）生活サポート事業団体としての登録取消等の処分を受けることがありますのでご注意ください。



３　利用者について

	Ｑ３－１
どのような人が障害児（者）障害児（者）生活サポートサービスを利用できるのか。
	事業実施要綱第４条に示しているとおり、以下の人が対象となります。
(1)身体障害者手帳の交付を受けている方

(2)療育手帳の交付を受けている方

(3)知的障害者更生相談所又は児童相談所において
知的障害と判定された方

(4)医師により発達に障害があると診断された方

(5)精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方


	Ｑ３－２
発達に障害のある方の場合、療育手帳所持が利用の要件となるのか。


	発達に障害のある方の場合、療育手帳の有無は利用の要件とはなりません。Ｑ３－１に示したとおり、医師の診断書等で発達の障害が確認できれば、手帳を所持していなくても利用は可能です。

　※医師の診断書等は、毎年利用者から提出していただく必要はありませんが、１８歳未満の利用者は２年に１回、１８歳以上の利用者は５年に１回を目安として区へ提出してください。


	Ｑ３－３
施設入所者の利用は可能か。


	在宅の障害児（者）が対象なので、入所施設の利用者については基本的には対象となりません。ただし、以下の場合は、特例として障害児（者）生活サポート事業サービスを利用することができます。

(1)お盆や年末年始等の一時帰省、あるいは施設側の事情による帰省に伴う、自宅⇔施設間の送迎サービス（墓参りに行くため等の外出介助サービスも含む）
（2）（1）の帰省中における、入浴時の介助等、生活上必要となるサービス
注1）施設内での介護等は施設の本来業務であるため、施設内への派遣介護や施設における行事・イベント（花見等）による外出援助等は一切認められません。
注2）団体が、施設入所者に対して不適切なサービス提供を行っていたことが判明した場合には、補助金返還処分を受けることがあります。
なお、施設入所者と障害児（者）生活サポート団体間で、別途個別に契約を結ぶことは差し支えありませんが、補助金交付の対象外となります。


	Ｑ３－４
施設通所者の利用は可能か。
	通所施設の利用者については、在宅時のサービス利用は対象となります。なお、施設内での介護等に関しては、Ｑ３－３（注１）と同様です。

また、施設への送迎については、通所施設が送迎を行っていない、または行っているが送迎の対象者ではない場合は対象となります。
※ 補足１ 
通所施設利用後に「一時預かり」を行うため、障害児（者）生活サポート団体職員が施設まで迎えに行く場合、施設⇒一時預かり場所までの時間は、「一時預かり」サービスとして対象となります。

＊Ｑ４－１参照 ：「一時預かり」には、自宅や特別支援学校等への送迎も含まれているため

※ 補足２ 

施設が送迎を行っている場合、障害児（者）生活サポートによる送迎サービスは原則的には認められませんが、やむを得ない事情がある場合は対象となることがあります。

（例）施設の行う送迎が「施設⇔自宅以外（最寄り駅や自宅近くのバス停など）」であり、家族が最寄駅などまで行くことができない場合の「障害児（者）生活サポート団体職員による自宅までの付き添い（送迎）」など。


	Ｑ３－５
短期入所者の利用は可能か。
	短期入所の利用者については、短期入所期間の施設での介護等に関しては、Ｑ３－３（注１）と同様です。

なお、自宅⇔施設間の送迎は、短期入所事業所が送迎を行っていない、または行っているが送迎の対象者ではない場合に限り対象となります。


	Ｑ３－６
グループホーム、ケアホーム入居者の利用は可能か。
	グループホーム、ケアホーム入居者については、基本的には在宅の方と同様のサービスを利用できますが、グループホーム等への「派遣による介護」は原則として認められません。


	Ｑ３－７
介護保険制度の対象となる高齢の障害者の利用はどうなるか。
	現行の障害福祉サービスと同様、介護保険の給付対象となるサービスについては、介護保険が優先になります。

なお、介護保険の指定事業者が本事業を実施する場合は、介護保険の事業者指定担当課（さいたま市役所介護保険課）と相談をし、人員配置・設備基準等の確認をしてください。


	Ｑ３－８
自立支援医療（精神通院医療）制度を利用している人は、手帳を所持していなくても利用対象者となるか。

	精神障害者保健福祉手帳所持者を対象としているので、自立支援医療（精神通院医療）制度の利用や障害基礎年金の受給だけでは、本事業の利用対象者とはなりません。




４　サービス提供について

	Ｑ４－１
この事業の具体的なサービス内容はどのようなものか。
	１  一時預かり

(1) 団体の管理する場所（市に登録された場所）にて一定時間預かる。（自宅または特別支援学校等への迎えを含む）
２  派遣による介護サービス

(1) 利用者宅へ出向き、一定時間介護に当たる。
※ただし、本事業で家事援助サービスを提供することはできません
(2) 利用者宅以外の場所に出向き、一定時間介護に当たる。
３  外出援助サービス

    利用者と外出する。

４  送迎サービス

 　　特別支援学校、障害福祉サービス事業所等の送り迎え等。

５  その他

　　　障害福祉サービスでは提供できず、かつ、上記４事業に分類できないサービス。（その他のサービスを提供した場合は、利用者内訳に提供内容を記載すること）
※本事業のサービス提供は、利用者の日常生活に合わせて上記サービスを柔軟に組み合わせて実施するものです。
このため、送迎など１つのサービスのみに偏った事業を実施することは、サポート事業の対象とはしていません。


	Ｑ４－２
障害福祉サービス事業及び地域生活支援事業と、障害児（者）生活サポート事業との関係はどのようになっているのか。
	Ｑ４－１の１から４の当事業のサービス内容については、障害者総合支援法における障害福祉サービス（居宅介護事業や短期入所事業 等）の支給決定を受けている者や、地域生活支援事業の支給決定を受けている者は、障害福祉サービス、地域生活支援事業が優先となります。


	Ｑ４－３
利用者１名に対して、職員は何名でサービスを提供するべきか。


	事業実施要綱に規定されているとおり、利用者の要望に柔軟に対応するという本事業の目的から、個別対応（１対１対応）となります。利用者数、介助に従事できる職員数等をよく確認していただき、事故なくサービスを提供できるよう適切な職員の配置に努めてください。
　
なお、利用者の安全を確保するために介助者２名以上でサービスを提供することは差し支えありませんが、それにより補助金交付額が増額することはありません。


	Ｑ４－４
車を利用した外出援助や送迎サービスを行う場合の「利用者：介助者＝１対１」の考え方はどのようになるのか。
	　車を利用した外出援助や送迎サービスの場合、細やかなサービス提供や利用者の安全確保の観点から、介助者とは別に運転手がいることが望ましいと考えられます。

ただし、介助者が利用者の特性をよく理解した上で、十分に利用者の安全を確保することができる場合はこの限りではありません。


	Ｑ４－５

市に登録された建物以外で一時預かりを行ってもよいか。

	一時預かりの場合、市に登録された一時預かり場所（団体登録時の建物）以外でのサービス提供は認められません。



	Ｑ４－６
登録した一時預かり場所にて、泊まりのサービスを提供することは可能か。
	泊まりのサービス提供は、原則としては認められません。障害福祉サービスの「短期入所」を利用するようにしてください。
ただし、やむを得ない事情がある場合はこの限りではありません。
（例） 利用者が、家族の入院等により介護者不在となり、緊急に泊まりのサービス提供が必要とされる場合、かつ、短期入所の支給決定を受けていない場合。

あるいは、短期入所の支給決定を受けているものの、短期入所の空きがなく利用ができない場合等。

※今後は、障害福祉課への事前の連絡は不要ですが、引き続き利用者の安全確保に留意し、適切なサービス提供を行うことができる環境を整えていただくようお願いいたします。


	Ｑ４－７
サービス提供中、事故が起きた場合の責任の所在はどこか。
	  サービス提供中の事故は団体が責任を負うことになります。

なお、実施要綱第７条第２項に規定するように、各団体は傷害保険に加入することになっています。特に、車を使用した送迎サービスの提供を実施する団体は、送迎サービス時の事故に対しても対応が可能な傷害保険に加入している車両により、サービスを提供してください。


	Ｑ４－８
団体は、障害の程度等を理由に利用を断ることができるか。
また、利用を断った団体にさいたま市からサービスの実施を指導することができるか。

	各団体の責任において実施しているサービスであるため、市から団体の実力以上のサービスを求めることは不適切と考えられます。（ただし、合理的根拠のない利用制限は、市の指導対象となります。）

団体は、あらかじめ提供可能なサービスの内容を明らかにし、利用者に納得していただくことが必要です。



	Ｑ４－９
食事を提供した場合の費用や、公共交通機関を利用した場合の交通費等の実費を徴収することは可能か。

	利用料に食費等実費分は含まれませんので、利用者から実費を徴収することは可能ですが、徴収する場合は契約書を交わす等、本人または保護者の同意が必要となります。公共交通機関を利用した場合の交通費や、施設への入場料等も同様です。

	Ｑ４－１０

車を使用するサービスを提供した場合、利用料の他に燃料費を徴収することは可能か。


	原則、不可。

Ｑ１－４のとおり、自家用車を使用して障害児（者）生活サポート事業を行う場合には、道路運送法の規定による福祉有償運送事業の登録が必要です。

この事業は、運営協議会に「運送の対価」として届け出た料金（＝利用料）で移送サービスを行うこととなり、その対価は「燃料費その他の費用を勘案した金額」とされます（※福祉有償運送ガイドブックP２０「２．対価の基準等」参照）。したがって、利用料（運送の対価）の他に燃料費を徴収することはできません。
燃料費を徴収する場合は、燃料費を勘案した金額を「運送の対価」として運営協議会へ届け出て、承認を受ける必要があります。

※ 福祉有償運送ガイドブックは、インターネットで検索してください。
（国土交通省のホームページ等に掲載されています。）
なお、運営協議会に諮る際、「運送の対価」の項目には『障害児（者）生活サポート事業を実施する』ことが分かる旨を記載してください。
また、「障害児（者）生活サポート事業を実施しない場合の対価」が記載されていない場合には、障害児（者）生活サポート事業以外で移送のサービスを提供したとしても、利用者から料金を徴収することはできないのでご注意ください。


	Ｑ４－１１
送迎サービスの利用で、利用者の自宅まで迎えに行く時間を利用時間に含めてよいか。
	障害児（者）生活サポート事業では、実際に利用者に対しサービスを提供している時間を補助対象としています。したがって、利用者宅まで迎えに行く時間は補助の対象となりません。
※別途、迎車回送料金等を徴収する場合は、「運送対価以外の対価」として福祉有償運送運営協議会の場で承認を受ける必要があります。


	Ｑ４－１２
さいたま市外においても、サービスを利用することは可能か。


	特に、市内市外ということでサービスの利用制限はしていません。
ただし、さいたま市外（起点）からさいたま市外（終点）への、車を使用した外出援助や送迎サービスの提供を行う場合は、運営協議会が設置されている地区ごとに福祉有償運送登録を行っていただく必要があります。


	Ｑ４－１３
団体が独自に行っている複数児童の預かり（集団の預かり）は補助対象となるか。

	利用者の個別の要望に柔軟に対応するサービスを提供するという目的から、本事業は個別対応（利用者と介助者が１対１）となっているため、集団で行う活動は補助対象となりません。

	Ｑ４－１４
病院に入院中に利用することはできるか。


	平成２０年３月５日 厚生労働省通知『基本診療料の施設基準及びその届出に関する手続きの取り扱いについて』において、「保険医療機関において、患者の負担による付添看護が行われてはならない（ただし、医師の許可を得て、家族等患者の負担によらない者が付き添うことは可）」と示されているため、入院中は障害児（者）生活サポート事業によるサービスは利用できません。

ただし、入退院時の送迎サービスは対象となります。


	Ｑ４－１５ 
通院時に利用することはできるか。
	障害福祉サービス等の利用が優先されるため、通院時の介助が必要な場合には、「通院等介助」の支給決定を受けて利用してください。
ただし、障害程度区分が認定される前など、障害福祉サービス等を利用できないやむを得ない理由がある場合は、一時的な利用であれば障害児（者）生活サポートでの利用も可能です。


	Ｑ４－１６ 
病院内での介助を受けることはできるか。


	原則として、病院内での介助は病院スタッフが対応することとなっており、障害児（者）生活サポート事業によるサービスは利用できません。

※やむを得ない事情等により、病院スタッフ以外の者による院内介助が認められることもありますが、その場合は障害福祉サービス（通院等介助）等を優先して利用していただくことになるので、サポートでのサービス提供は認められません。


	Ｑ４－１７
市役所や銀行等の窓口申請の補助をすることはできるか。


	申請書類等の作成等の代行業務は、本事業の目的とするサービスではないため、補助対象とはなりません。
なお、このことは、補助金の請求を行なわず、ボランティアとして実施することを制限するものではありません。

※官公庁や金融機関へ外出する際の移動の介助は、障害福祉サービスの「通院等介助」あるいは「移動支援サービス」の対象となる場合は、これらのサービスを優先して利用してください。
上記サービスの対象として該当しない場合には、障害児（者）生活サポート事業のサービスの利用が可能です。

	Ｑ４－１８
サービスを提供した場合、その記録を書面で残す必要があるのか。


	実施要綱第７条第１項のとおり、登録団体は利用者に対してサービスを提供したときは、利用者登録証にサービス提供時間数等を記入しなければなりません。

また、同条第３項のとおり、利用実績についての帳簿等必要な書類の作成及び保管をしなければなりません。
※具体的には、サービス提供年月日、サービス提供時間、どの職員がどのようなサービスを提供したか、その他特記事項等を記録した書類を利用者ごとに作成し、サービス提供年度の翌年度から５年間は保管するようにしてください。

なお、補助金交付要綱第９条のとおり、市は補助金の執行の適正化を図るために必要があると認めるときは、登録団体から書類の提出を求めたり、事業の状況を直接調査したりすることがあります。その場合、実施要綱第７条第３項に基づき作成された書類及び補助金交付要綱第８条に基づき作成された書類等を確認することになりますので、必ず必要書類を作成、保管するようにしてください。
※書類の不備等によりサービス提供の実績が確認できない場合等、交付済補助金の返還や団体の登録取消等の処分を受けることもありますのでご注意ください。




　　
以上
※ 追加・訂正部分は赤文字になっています
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